
 

 

 

 

 

 

令和 7年度 

日野市公の施設の指定管理者候補者の選定に係る審議報告書 

 

 

 

（対象施設） 

⚫ 日野市多摩平の森産業連携センター 

⚫ 日野市立万願寺交流センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日野市指定管理者候補者選定委員会



 

 

 

 

 

 

日野市公の施設の指定管理者候補者の選定に係る審議結果について 

 

 

日野市指定管理者候補者選定委員会（以下、「選定委員会」という。）は、地方自治法第 244 条の 2 で

規定する指定管理者制度を活用した公の施設の指定管理者の候補者選定について、日野市公の施設の指

定管理者の指定の手続等に関する条例（以下、「条例」という。）、日野市公の施設の指定管理者の指定の

手続等に関する条例施行規則及び日野市公の施設における指定管理者制度に関するガイドラインに基づ

き、検討したので、その結果を市長に報告する。 

 

令和 7 年（2025 年）9 月 3 日 

 

日野市長 古賀 壮志 様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日野市指定管理者候補者選定委員会 

企画部長 岡田 正和 

総務部長 小松 利夫 

産業スポーツ部長 中村 光孝 

地域協働課長 中沢 智道 
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1 指定管理者候補者選定対象施設 

本委員会により審議した施設は、次の 2 件である。 

 

施設名 施設数 募集方法 更新／新規 

日野市多摩平の森産業連携センター 1 公募 新規 

日野市立万願寺交流センター 1 公募 更新 

 

2 募集及び審議経過 

（１） 市による候補者の募集 

本委員会で審議する施設について、市ホームページでの募集を次のとおり実施した。 

 

※ 以下、本書では、年月日を次のように略記する。 

（例）令和 7 年（2025 年）4 月 1 日 ⇒ 「R7.4.1」 

 

施設名 募集要項の公開 申請書類の受付 

日野市多摩平の森産業連携センター R7.6.16 R7.7.7 ～ R7.7.15 

日野市立万願寺交流センター R7.6.16 R7.7.10 ～ R7.7.18 

 

（２） 応募状況 

施設名 応募事業者 

日野市多摩平の森産業連携センター 6 者 

日野市立万願寺交流センター 1 者 

 

（３） 選定委員会の開催 

開催 日程 主な議題 

第 1 回 R7.8.13 ⚫ 候補者選定（日野市多摩平の森産業連携センター） 

第 2 回 R7.8.14 ⚫ 候補者選定（日野市立万願寺交流センター） 

 

3 審議方法 

（１） 選定基準 

日野市公の施設における指定管理者制度に関するガイドライン（第 4 版）に基づき、各委員が 150

点満点により採点を行い、6 割以上の点数を得た応募者のうち、次の順位により応募者を選定した。 

 

① 各委員の順位を点数とし、点数の合計が最小の事業者 

② 順位の点数が同点の場合、指定管理料の提案額の総額が最も低い事業者 
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③ 指定管理料の提案額の総額が同額の場合、委員長が適当と認める方法により、委員の多数決で決

する。 

 

採点項目は選定基準に記載のとおり。 

配点や採点に当たっての視点については各施設の主管課が設定し、委員会へ採点表を提出している。 

 

※ 各項目の採点基準（評価点） 

5 点 ····· 要件を充分に満たしている。 

4 点 ····· 多少工夫の余地はあるものの、ほぼ要件を満たしている。 

3 点 ····· 基本的な水準を満たしている。 

2 点 ····· 多くの問題があり、基本的な水準に達していない。 

1 点 ····· まったく要件を満たしていない。 

 

※ 審査は、各審査項目について、配点に応じて評価点に所定の倍率を乗じる。 

（例）配点 20 点の場合：評価点 5 点×倍率 4 倍＝配点 20 点 

 

（２） 審査手順 

次のように審査を行い、厳正かつ総合的な審議を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※基本的な進行フローを示しており、応募者数等により時間は異なる。 

  

（主管課）施設概要説明 【10分】

•今回の審査対象がどのような施設であるのかを説明

•併せて、施設管理者に期待することを説明

（事業者）プレゼンテーション 【20分／1事業者】

•事業計画、実施体制、指定管理料等の収支計画について説明

（事業者）質疑応答 【15分／1事業者】

•個別質問

•終了後、事業者は退室、入れ替わり

（主管課）質疑応答 【10分／1施設】

•統括的に質問

•終了後、主管課は一時退室

（委員会）意見交換 【10分／1施設】

•委員の間でのみ意見交換

（委員会）採点 【10分／1施設】

•採点後、採点表を事務局に提出



 

3 

 

（３） 審査委員会 

日野市指定管理者候補者選定委員会設置要綱に基づき、各施設を次のそれぞれ次の委員構成で審査

した。 

 

施設名 日野市多摩平の森産業連携センター 日野市立万願寺交流センター 

委員構成 

◎…委員長 

○…副委員長 

◎産業スポーツ部長 

○企画部長 

・総務部長 

◎企画部長 

○総務部長 

・地域協働課長 

 

4 審議結果 

審議の結果、次の事業者を指定管理者の候補者として選定すべきものとの結論に至った。 

施設名 
指定管理者候補者に 

選定すべき事業者名 
指定期間 

日野市多摩平の森産業連携センター 株式会社タウンキッチン 5 年間 
R8.4.1 から 

R13.3.31 まで 

日野市立万願寺交流センター 
特定非営利活動法人 

 日野子育てパートナーの会 
5 年間 

R8.4.1 から 

R13.3.31 まで 

 

5 施設ごとの審議結果詳細 

（１） 日野市多摩平の森産業連携センター 

(ア) 施設概要 

名称 日野市多摩平の森産業連携センター（愛称 PlanT） 

所在地 日野市多摩平二丁目５番地の 1 

施設数 1施設 

総延べ床面積 839.39㎡ 

施設構造・規模 
構造：RC 一部 S（鉄筋コンクリート・一部鉄骨）造 

規模：地上 13階建（施設は 1階部分） 

所有状況 市所有 

開設時期 平成 27年 10月 

開館時間 
月曜日から金曜日まで：午前 9時から午後 10時まで 

土曜日、日曜日、祝日：午前 9時から午後 8時まで 

利用状況 
「表 1 利用状況の推移（日野市多摩平の森産業連携センター）」の

とおり 
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表 1 利用状況の推移（日野市多摩平の森産業連携センター） 

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

ラウンジ 972名 1,333名 1,204名 902名 

ワークスペース（個室） 5名 5名 5名 5名 

ワーキングスペース 

（コワーキングスペース） 

月単位 35名 38名 51名 44名 

1日単位 909名 1,142名 944名 895名 

イベントスペース 891時間 1154時間 1195時間 1257時間 

プロジェクトルーム 1635時間 1714時間 2082時間 2052時間 

チャレンジショップ 2名 2名 2名 2名 

 

(イ) 応募事業者 

⚫ 株式会社タウンキッチン ほか 5 者 

 

(ウ) 採点方法及び結果 

表 2 採点結果表（日野市多摩平の森産業連携センター） 

審査項目 

内容 

★＝審査にあたり特に重視した

項目 

配点 

合計 

（倍率） 

得点 

株式会社 

タウンキッチン 
B社 C社 D社 E社 F社 

市民の平等

な利用及び

サービスの

向上が確保

されている

こと。 

（条例第4条

第 1 号） 

①障害者等を含め、市民の平

等な利用及びサービスの向

上が確保されているか。 

15 点 

（×1） 
9 点 9 点 9 点 9 点 9 点 9 点 

②利用者の意見を反映する仕

組みがあるか。 

15 点 

（×1） 
10 点 9 点 9 点 9 点 9 点 9 点 

③市が求める施設の運営方針

に整合したサービス提案と

なっているか｡★ 

45 点 

（×3） 
30 点 24 点 24 点 30 点 30 点 36 点 

小計 75 点 49 点 42 点 42 点 48 点 48 点 54 点 

事業計画書等

の内容が、公

の施設の効用

を最大限に発

揮するととも

に、管理に要

する経費の縮

減を図ること

ができるもの

であること。 

（条例第4条

第 2 号） 

①施設の設置目的を効果的に

達成できる提案となってい

るか。★ 

45 点 

（×3） 
33 点 21 点 27 点 33 点 27 点 33 点 

②事務効率、経費削減等の工

夫がされているか。★ 

45 点 

（×3） 
27 点 30 点 21 点 27 点 27 点 27 点 

③指定管理経費は参考額に比

して十分に抑制されている

か。★ 

30 点 

（×2） 
22 点 16 点 14 点 20 点 18 点 22 点 

小計 120 点 82 点 67 点 62 点 80 点 72 点 82 点 
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事業計画に沿

った管理を安

定して行う物

的及び人的な

能力を有して

いること。 

（条例第4条

第 3 号） 

①安定したサービスを提供す

るための職員体制、職員研

修が実施できるか。★ 

45 点 

（×3） 
33 点 18 点 18 点 36 点 27 点 33 点 

②適正な経理処理ができる

か。 

15 点 

（×1） 
12 点 7 点 7 点 10 点 9 点 11 点 

③同種の施設管理運営実績が

あるか。★ 

30 点 

（×2） 
30 点 6 点 6 点 18 点 18 点 24 点 

④防災・防犯対策及び非常災

害時等の危機管理対応策は

適切か。 

15 点 

（×1） 
9 点 6 点 6 点 9 点 10 点 9 点 

⑤日常的な安全管理は十分に

考えられているか。 

15 点 

（×1） 
9 点 6 点 6 点 9 点 10 点 9 点 

⑥労働法令の順守や雇用・労

働条件への適切な配慮がさ

れているか。 

15 点 

（×1） 
9 点 7 点 8 点 9 点 10 点 10 点 

小計 135 点 102 点 50 点 51 点 91 点 84 点 96 点 

個人情報等に

ついて適正な

管理が確保さ

れること。 

（条例第4条

第 4 号） 

①個人情報を保護するための

体制が整っているか。★ 

30 点 

（×2） 
18 点 16 点 16 点 18 点 18 点 18 点 

小計 30 点 18 点 16 点 16 点 18 点 18 点 18 点 

その他市長等

が必要と認め

る事項。 

（条例第4条

第 5 号） 

①環境への配慮がされている

か。 

15 点 

（×1） 
9 点 8 点 9 点 9 点 9 点 9 点 

②事業に対する熱意､意欲､積

極性が感じられるか。★ 

45 点 

（×3） 
30 点 30 点 33 点 30 点 33 点 33 点 

③その他施設の運営に特筆す

べき提案があるか。★ 

30 点 

（×2） 
22 点 18 点 16 点 18 点 18 点 18 点 

小計 90 点 61 点 56 点 58 点 57 点 60 点 60 点 

合計 
450 点 

（A） 

312 点 

（B） 

231

点 

(B) 

229

点 

(B) 

294

点 

(B) 

282

点 

(B) 

310

点 

(B) 

得点率(B)/(A) 

（小数点第二位以下四捨五入） 
- 69.3% 51.3% 50.9% 65.3% 62.7% 68.9% 
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表 3 順位点結果（日野市多摩平の森産業連携センター） 

 株式会社タウンキッチン B社 C社 D社 E社 F社 

A委員 2 位 6 位 5 位 4 位 3 位 1 位 

B委員 1 位 6 位 5 位 3 位 4 位 2 位 

C委員 1 位 5 位 6 位 3 位 4 位 2 位 

順位点合計 4 点 17 点 16 点 10 点 11 点 5 点 

 

(エ) 候補者として選定すべき事業者 

株式会社タウンキッチン 

 

(オ) 候補者として選定すべきとした理由 

上記事業者は、一定の管理能力を有する事業者であると判断する目安として定めている 60%以

上の得点を得ており、順位点が最小であったため。 

 

(カ) 候補者として選定すべきとした事業者に対する各委員からの意見等 

① 創業支援施設の指定管理者など複数拠点での成功実績を持っており、豊富な経験が評価で

きる。 

② 創業支援に加え、不動産紹介や物件探しの支援も行うなど、事業が地域に根付くことまでを

意識し創業者の定着を後押ししている。まちづくりや商業振興の観点からも非常に意義が

ある。 

 

(キ) その他応募事業者への意見 

① ソフト事業を中心とした提案には多様なコンテンツが盛り込まれており、非常に魅力的な

点が多く見受けられた。一方で、施設管理に関する提案については具体的でない提案が多く、

運営方法について明確な提案をいただきたかった。 

② 提案額の根拠や整合性、提案事業・自主事業の収益性、さらに収益が発生した場合の指定管

理料への繰入額などについて、募集要項に定めた条件等が十分に踏まえられていない提案

が散見され、その合理性等により十分な説明が必要であった。 

 

(ク) 主管課に対する各委員からの意見等 

① 施設の目的や方針は、指定管理者に共有し、十分な事前協議により施設運営の方向性を一致

させていただきたい。 
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（２） 日野市立万願寺交流センター 

(ア) 施設概要 

名称 日野市立万願寺交流センター 

所在地 日野市万願寺 4-20-12 万願寺中央公園内 

施設数 1施設 

総延べ床面積 347.02㎡ 

施設規模 RC造平屋建て 

所有状況 市所有 

開設時期 平成 17年 4月 

開館時間 
午前 9時 00分から午後 9時 00分まで 

年末年始を除く 

利用状況 「表 4 利用状況の推移（日野市立万願寺交流センター）」のとおり 

 

表 4 利用状況の推移（日野市立万願寺交流センター） 

 R2 R3 R4 R5 R6 

件数 1,851件 2,390件 2,449件 2,533件 2,309件 

人数 11,123人 14,020人 15,851人 17,211人 15,880人 

稼働率 （※）82.0% 78.6% 75.8% 78.3% 71.5% 

※4 月～5 月の休館日を分母から除外して算出 

 

(イ) 応募事業者 

⚫ 特定非営利活動法人 日野子育てパートナーの会 

 

(ウ) 採点方法及び結果 

表 5 採点結果表（日野市立万願寺交流センター） 

審査項目 
内容 

★＝審査にあたり特に重視した項目 

配点合計 

（倍率） 

得点 

特定非営利活動法人 

日野子育てパート

ナーの会 

市民の平等な利

用及びサービス

の向上が確保さ

れていること。 

（条例第 4 条第

1 号） 

①障害者等を含め、市民の平等な利用

及びサービスの向上が確保されてい

るか。★ 

60 点 

（×4） 
40 点 

②利用者の意見を反映する仕組みがあ

るか。★ 

30 点 

（×2） 
22 点 

③市が求める施設の運営方針に整合し

たサービス提案となっているか｡ 

15 点 

（×1） 
11 点 

小計 105 点 73 点 



 

8 

 

事業計画書等の

内容が、公の施設

の効用を最大限

に発揮するとと

もに、管理に要す

る経費の縮減を

図ることができ

るものであるこ

と。 

（条例第 4 条第

2 号） 

①施設の設置目的を効果的に達成でき

る提案となっているか。★ 

60 点 

（×4） 
40 点 

②事務効率、経費削減等の工夫がされて

いるか。★ 

30 点 

（×2） 
20 点 

③指定管理経費は参考額に比して十分

に抑制されているか。★ 

30 点 

（×2） 
22 点 

小計 120 点 82 点 

事業計画に沿っ

た管理を安定し

て行う物的及び

人的な能力を有

していること。 

（条例第 4 条第

3 号） 

①安定したサービスを提供するための

職員体制、職員研修が実施できるか。

★ 

45 点 

（×3） 
30 点 

②適正な経理処理ができるか。 
15 点 

（×1） 
11 点 

③同種の施設管理運営実績があるか。

★ 

30 点 

（×2） 
30 点 

④防災・防犯対策及び非常災害時等の

危機管理対応策は適切か。★ 

30 点 

（×2） 
22 点 

⑤日常的な安全管理は十分に考えられ

ているか。★ 

30 点 

（×2） 
20 点 

⑥労働法令の順守や雇用・労働条件へ

の適切な配慮がされているか。 

15 点 

（×1） 
10 点 

小計 165 点 123 点 

個人情報等につ

いて適正な管理

が確保されるこ

と。 

（条例第 4 条第

4 号） 

①個人情報を保護するための体制が整

っているか。 

15 点 

（×1） 
10 点 

小計 15 点 10 点 

その他市長等が

必要と認める事

項。 

（条例第 4 条第

5 号） 

①環境への配慮がされているか。 
15 点 

（×1） 
11 点 

②事業に対する熱意､意欲､積極性が感

じられるか。 

15 点 

（×1） 
13 点 

③その他施設の運営に特筆すべき提案

があるか。 

15 点 

（×1） 
9 点 

小計 45 点 33 点 
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合計 
450 点 

（A） 

321 点 

（B） 

得点率(B)/(A) 

（小数点第二位以下四捨五入） 
- 71.3% 

 

(エ) 候補者として選定すべき事業者 

特定非営利活動法人 日野子育てパートナーの会 

 

(オ) 候補者として選定すべきとした理由 

上記事業者は、一定の管理能力を有する事業者であると判断する目安として定めている 60%以

上の得点を得ているため。 

 

(カ) 候補者として選定すべきとした事業者に対する各委員からの意見等 

① 提案のあった自主事業について、現時点では収益を上げない運営を検討しているが、将来的

な持続性やサービス向上の観点から、収益化の可能性を検討してもよいのではないか。 

② 人員体制について、着実な体制づくりがされている。今後も維持・継続に努め、より安定し

た体制の維持を期待したい。 

 

(キ) 主管課に対する各委員からの意見等 

① 指定管理期間が 5 年間であることを踏まえ、子育てひろば事業との関係性について、指定

管理者及び関係各課と適切に整理・調整していくこと。 
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6 資料 

（１） 日野市公の施設の指定の手続等に関する条例（平成 27 年条例第 20 号） 

平成 17年６月 28日 

条例第 20号 

改正 令和４年 12月 19日条例第 46号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号。以下「法」という。）第 244条の２第３項の

規定に基づき、公の施設の管理を行わせる指定管理者の指定の手続等について必要な事項を定めるも

のとする。 

（候補者の募集） 

第２条 市長又は教育委員会（以下「市長等」という。）は、指定管理者を指定しようとするときは、次

に掲げる事項を告示して、指定管理者の候補者を公募するものとする。 

(1) 公の施設の名称、設置目的、規模その他の概要 

(2) 指定管理者が管理する業務の範囲 

(3) 指定管理者が管理する期間（以下「指定期間」という。） 

(4) 指定を受けるために必要な資格 

(5) 申請に必要な書類 

(6) 申請期間 

(7) 前各号に掲げるもののほか、市長等が必要と認める事項 

（申請） 

第３条 指定管理者の指定を受けようとする法人その他の団体は、規則で定める申請書等により、市長等

に申請しなければならない。 

（候補者の選定） 

第４条 市長等は、前条の規定による申請を受けたときは、次に掲げる基準により総合的に審査し、最も

適当と認める法人その他の団体を指定管理者の候補者として選定するものとする。 

(1) 公の施設について市民の平等な利用及びサービスの向上が確保されること。 

(2) 事業計画書の内容が、公の施設の効用を最大限に発揮するとともに、管理に要する経費の縮減を

図ることができるものであること。 

(3) 事業計画書に沿った管理を安定して行う物的及び人的な能力を有していること。 

(4) 個人情報等について適正な管理が確保されること。 

(5) その他市長等が必要と認める事項 

（公募によらない選定等） 

第５条 市長等は、前条各号に掲げる基準を満たすもので、当該公の施設の性格、事業の内容、規模等に

照らし、その管理を行わせることにより設置の目的を効果的かつ効率的に達成することができると認

める法人その他の団体があるときは、第２条の規定にかかわらず、当該団体を指定管理者の候補者と

して選定することができる。 

２ 前項に定める場合のほか第 11条第１項の規定により指定管理者の指定を取り消した場合又は指定管

理者が管理を辞退した場合において、緊急に新たな指定管理者を指定する必要があると認めるときは、
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第２条の規定にかかわらず、指定管理者の候補者を選定することができる。 

３ 前２項の規定により選定するときは、市長等は、あらかじめ第３条の規定による申請を受けるに当た

り、事業計画等について法人その他の団体と協議し、前条各号に照らし、総合的に判断しなければな

らない。 

（指定の通知等） 

第６条 市長等は、指定管理者を指定したときは、当該指定管理者に対し、その旨を通知するものとす

る。 

２ 市長等は、指定管理者を指定したときは、その旨を告示するものとする。 

（協定の締結） 

第７条 市長等は、指定管理者を指定したときは、当該指定管理者と公の施設の管理に関する次に掲げる

事項について協定を締結しなければならない。 

(1) 事業計画に関する事項 

(2) 管理の基準に関する事項 

(3) 指定管理者に支出する管理に係る費用に関する事項 

(4) 管理に当たって保有する個人情報の保護及び情報の公開に関する事項 

(5) 日野市行政手続条例（平成８年条例第 19号）に関する事項 

(6) 法第 244条の２第７項の規定による事業報告書の作成及び提出に関する事項 

(7) 法第 244条の２第 10項の規定による業務報告の聴取等に関する事項 

(8) 法第 244条の２第 11項の規定による指定の取消し及び業務の停止命令に関する事項 

(9) 前各号に掲げるもののほか、公の施設の管理を適正に行わせるために市長等が必要と認める事項 

（管理の基準） 

第８条 指定管理者は、個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号）の趣旨にのっとり、その

管理する公の施設に係る管理の業務を行うに当たって保有する個人情報の漏えい、滅失、き損及び改

ざんの防止その他の保有する個人情報の適正な管理について必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定管理者の行う公の施設の管理の業務に従事している者又は従事していた者は、その業務に関し

て知り得た個人情報を漏らし、又は当該業務以外の目的で持ち出し、若しくは使用してはならない。 

３ 指定管理者は、日野市情報公開条例（平成 13年条例第 32号）の趣旨にのっとり、その管理する公の

施設に関する情報公開を行うため必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

４ 前３項に規定するもののほか、指定管理者は、その管理する公の施設に関する条例等に定める基準に

より、公の施設を管理しなければならない。 

（令和４条例 46・一部改正） 

（業務の範囲） 

第９条 指定管理者が行う管理の業務は、次に掲げる業務のうち、公の施設の設置の目的、形態等に応じ

て市長等が定める範囲とする。 

(1) 公の施設で行う事業の運営に関する業務 

(2) 公の施設の使用の承認等に関する業務 

(3) 施設及び附帯設備の維持管理に関する業務 

(4) 前３号に掲げるもののほか、公の施設の管理に関する業務 
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（兼業の禁止） 

第 10 条 法第 92 条の２、第 142 条（法第 166 条第２項及び第 168 条第７項において準用する場合を含

む。）及び第 180条の５第６項の規定は、指定管理者について準用する。この場合において、法第 92条

の２及び第 142 条中「当該普通地方公共団体に対し請負をする者及びその支配人又は主として同一の

行為をする法人」とあるのは「指定管理者」と、第 180条の５第６項中「当該普通地方公共団体に対し

その職務に関し請負をする者及びその支配人又は主として同一の行為をする法人」とあるのは「その

職務に関する公の施設の指定管理者」と読み替えるものとする。 

（指定の取消し等） 

第 11条 市長等は、指定管理者が公の施設の管理の適正を期するための指示に従わないときその他指定

管理者の責めに帰すべき事由により当該指定管理者による管理を継続することができないと認めると

きは、その指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命ずることが

できる。 

２ 前項の規定により指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じ

た場合において指定管理者に損害が生じても、市長等はその賠償の責めを負わない。 

（原状回復の義務） 

第 12条 指定管理者は、指定期間が満了したときは、速やかに、当該公の施設及び附帯設備を原状に回

復しなければならない。法第 244 条の２第 11 項の規定により指定を取り消されたときも同様とする。 

２ 市長等は、法第 244条の２第 11項の規定により期間を定めて公の施設に係る管理の業務の全部又は

一部の停止を命じたときは、当該指定管理者に対し速やかに当該公の施設及び附帯設備を現状に回復

するよう命じることができる。 

（損害賠償の義務） 

第 13条 指定管理者は、故意又は過失によりその管理する公の施設又は附帯設備に損害を生じさせたと

きは、その損害を賠償しなければならない。ただし、市長がやむを得ない理由があると認めるときは、

この限りでない。 

（委任） 

第 14 条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、市長等が別に定める。 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則（令和４年条例第 46号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 
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（２） 日野市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則（平成 17 年規則第 24 号） 

平成 17年６月 28日 

規則第 24号 

改正 平成 28年３月 31日規則第 23号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、日野市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成 17 年条例第 20

号。以下「条例」という。）の規定に基づき、市長が所管する公の施設の指定管理者の指定の手続等に

ついて必要な事項を定めるものとする。 

（申請書等） 

第２条 条例第３条に規定する規則で定める申請書等は、次のとおりとする。 

(1) 指定管理者指定申請書（第１号様式） 

(2) 管理を行おうとする公の施設における事業計画に関する書類 

(3) 経営の状況等当該団体の概要を説明する書類 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（選定委員会） 

第３条 市長は、条例第４条の規定による指定管理者の候補者の選定を厳正かつ公平に行うため、選定委

員会を設置するものとする。 

２ 前項に規定する選定委員会の設置に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

（指定の通知） 

第４条 条例第６条第１項の規定による通知は、指定管理者指定決定通知書（第２号様式）を交付するこ

とにより行うものとする。 

（告示する事項） 

第５条 条例第６条第２項の規定による告示は、次に掲げる事項について行うものとする。 

(1) 指定管理者として指定した法人その他の団体の名称及び所在地 

(2) 当該指定管理者に管理を行わせる公の施設の名称 

(3) 当該指定管理者の指定の期間 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（事業報告書） 

第６条 指定管理者は、毎年度終了後 30日以内に、その管理する公の施設に関する次に掲げる事項を記

載した事業報告書（以下「事業報告書」という。）を作成し、市長に提出しなければならない。ただし、

市長がやむを得ない理由があると認めるときは、当該期間を延長することができる。 

(1) 管理の業務の実施状況 

(2) 管理の業務を行う公の施設の利用状況 

(3) 料金収入の実績（指定管理者の収入として収受させている場合に限る。） 

(4) 管理に要する経費の収支状況 

(5) 前各号に掲げるもののほか、管理の実態を把握するために必要なものとして市長が指定する事項 

（指定の取消し等） 

第７条 市長は、条例第 11条第１項の規定により指定を取り消し、又は管理の業務の停止を命ずるとき
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は、指定の取消しについては指定取消通知書（第３号様式）により、管理の業務の停止命令については

業務停止命令書（第４号様式）により当該指定管理者に通知するものとする。 

２ 市長は、条例第 11 条第１項の規定により指定を取り消し、又は管理の業務の停止を命じたときは、

次に掲げる事項を告示するものとする。 

(1) 当該指定管理者の名称及び所在地 

(2) 当該指定の取消し又は管理の業務の停止命令の対象となる公の施設の名称 

(3) 指定を取り消した日 

(4) 管理の業務の停止の期間（当該業務の全部又は一部の停止を命じたときに限る。） 

(5) 停止を命じた管理の業務の範囲（当該業務の一部の停止を命じたときに限る。） 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

３ 指定管理者は、第１項の規定による指定の取消しの通知を受けたときは、当該通知を受けた日（以下

「通知日」という。）から起算して 30 日以内に通知日の属する年度の４月１日（条例に基づく指定管

理者としての指定の日が、当該年度の４月２日以降の場合は、当該日）から通知日までに係る事業報

告書を市長に提出しなければならない。ただし、市長がやむを得ない理由があると認めるときは、当

該期間を延長することができる。 

（委任） 

第８条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

付 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成 28年規則第 23号） 

（施行期日） 

１ この規則は、行政不服審査法（平成 26年法律第 68号）の施行の日（平成 28年４月１日）から施行

する。 

（経過措置） 

２ 行政庁の処分その他の行為又は不作為についての不服申立てに関する手続であってこの規則の施行

前にされた行政庁の処分その他の行為又はこの規則の施行前にされた申請に係る行政庁の不作為に係

るものについては、なお従前の例による。 

３ この規則の施行の際、第１条の規定による改正前の日野市公の施設の指定管理者の指定の手続等に

関する条例施行規則、第２条の規定による改正前の日野市個人情報保護条例施行規則、第４条の規定

による改正前の日野市情報公開条例施行規則、第５条の規定による改正前の日野市特定個人情報保護

条例施行規則、第６条の規定による改正前の日野市結核・精神医療給付金の支給に関する規則、第７

条の規定による改正前の日野市ペット霊園等の設置等に関する条例施行規則、第８条の規定による改

正前の日野市墓地等の経営の許可等に関する条例施行規則、第９条の規定による改正前の日野市まち

づくり条例施行規則、第 10条の規定による改正前の日野市長期優良住宅の普及の促進に関する法律施

行細則、第 11 条の規定による改正前の日野市都市の低炭素化の促進に関する法律施行細則、第 12 条

の規定による改正前の日野市立七ツ塚ファーマーズセンター条例施行規則、第 13条の規定による改正

前の日野市企業立地支援条例施行規則、第 14条の規定による改正前の日野市多摩平の森産業連携セン

ター条例施行規則、第 15条の規定による改正前の日野市市民の森ふれあいホール条例施行規則、第 16
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条の規定による改正前の日野市体育施設条例施行規則、第 17条の規定による改正前の日野市原子爆弾

被爆者の援護に関する条例施行規則、第 18条の規定による改正前の日野市中国残留邦人等に対する支

援給付及び配偶者支援金事務取扱細則、第 19条の規定による改正前の日野市社会福祉法人認可等事務

取扱規則、第 20 条の規定による改正前の日野市障害児福祉手当及び特別障害者手当等事務取扱細則、

第 21 条の規定による改正前の日野市心身障害者（児）福祉手当支給条例施行規則、第 22 条の規定に

よる改正前の日野市身体障害者福祉法施行細則、第 23条の規定による改正前の日野市知的障害者福祉

法施行細則、第 24 条の規定による改正前の日野市指定障害児相談支援事業者の指定等に関する規則、

第 25 条の規定による改正前の日野市指定特定相談支援事業者の指定等に関する規則、第 26 条の規定

による改正前の日野市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則、第 27

条の規定による改正前の日野市障害児通所支援及び障害児相談支援に係る児童福祉法施行細則、第 28

条の規定による改正前の日野市未熟児養育医療給付及び費用徴収に関する規則、第 29条の規定による

改正前の日野市助産施設への助産の実施及び費用徴収規則、第 30条の規定による改正前の日野市母子

生活支援施設母子保護の実施等に関する規則、第 31条の規定による改正前の日野市児童育成手当条例

施行規則、第32条の規定による改正前の日野市ひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例施行規則、

第 33 条の規定による改正前の日野市子どもの医療費の助成に関する条例施行規則、第 34 条の規定に

よる改正前の日野市児童手当事務処理規則及び第 35条の規定による改正前の日野市特定教育・保育施

設及び特定地域型保育事業者の確認等に関する規則に規定する様式による用紙で、現に残存するもの

は、当分の間、所要の修正を加え、なお使用することができる。 
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（３） 日野市指定管理者候補者選定委員会設置要綱（平成 17 年制定） 

 

平成 17年 10月５日 

制定 

（設置） 

第１条 日野市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則（平成 17 年規則第 24 号）

第３条の規定に基づき、日野市の公の施設の指定管理者の候補者の選定を厳正かつ公平に行うため、

日野市指定管理者候補者選定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、公の施設の指定管理者に応募した団体について、指定管理者の候補者の選定基準に基

づき審議し、その結果を市長に報告するものとする。 

 

（構成） 

第３条 委員会は、別表に掲げる職にある者を委員として構成する。 

２ 委員会に、委員長及び副委員長を置く。 

３ 委員長は、指定管理者の選定に係る公の施設の所管部長の職にある者をもって充て、委員会を代表

し、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員の中から委員長が指名する。 

５ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

 

（会議） 

第４条 委員会は、委員長が招集する。 

２ 委員会は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことはできない。 

 

（守秘義務） 

第５条 委員は、個別に公の施設の指定管理者に応募した団体と指定管理者の候補者に関する審議につ

いての接触をしてはならない。 

 

（関係者の出席） 

第６条 委員長は、委員会の運営上必要があると認めるときは、選定委員会に、専門的事項に関し学識経

験のある者その他の関係者の出席を求め、その意見又は説明を聴くことができる。 

 

（会議の公開及び会議録の作成） 

第７条 委員会の会議は、公開しない。 

２ 委員会は、会議に際し、会議録を作成しなければならない。 

３ 会議録は、公開する。ただし、日野市情報公開条例（平成 13年条例第 32号）第７条各号の規定のい

ずれかに該当する場合は、その該当する部分に限り、非公開とする。 
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（庶務） 

第８条 委員会に関する庶務は、指定管理者の選定に係る公の施設を所管する課又は企画部企画経営課

において処理する。 

 

（委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮って定め

る。 

 

付 則 

この要綱は、平成 17年 10月５日から施行する。 

付 則（平成 28年４月１日） 

この要綱は、平成 28年４月１日から施行する。 

付 則（令和２年４月１日） 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

付 則（令和６年５月 24日） 

この要綱は、令和６年５月 24日から施行する。 

 

別表（第３条関係） 

企画部長 

総務部長 

指定管理者の選定に係る公の施設の所管部長職にある者 

指定管理者の選定に係る公の施設の所管課長職にある者 

その他市長が必要と認める者 
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（４） 指定管理者候補者選定基準（日野市公の施設における指定管理者制度に関するガイドライン（第 4 版）より抜粋） 

 

1 審査基準 

指定管理者候補者の選定は、公の施設を最も適切に管理することができるものを選ぶことが目的である

ため、価格競争ではなく、総合評価による審査を行うものとします。 

 

(1) 審査項目 

公の施設の設置目的に応じて、指定管理者に求める役割は施設の管理を主とするものから、事業の実施

を通じて行政目的を達成するものなど多岐にわたります。審査に当たっての着眼点、配点などについては案

件ごとに定める必要があります。 

そこで、手続条例第 4 条に掲げる基準を軸として、下表の審査項目によることを基本としたうえで、各項目

における着眼点及び配点を施設所管課が当該案件ごとに定めることとします。 

手続条例

第 4条 
審査基準 審査項目 

第 1 号 

公の施設として市民の平等

な利用及びサービスの向上

が確保されていること。 

①障害者等を含め、市民の平等な利用及びサービスの向上が

確保されているか 

②利用者の意見を反映する仕組みがあるか 

③市が求める施設の運営方針に整合したサービス提案とな

っているか 

第 2 号 

事業計画書の内容が、公の

施設の効用を最大限に発揮

するとともに、管理に要す

る経費の縮減を図ることが

できるものであること。 

①施設の設置目的を効果的に達成できる提案となっている

か 

②事務効率、経費削減等の工夫がされているか 

③指定管理経費は参考額に比して十分に抑制されているか 

第 3 号 

事業計画に沿った管理を安

定して行う物的及び人的な

能力を有していること。 

①安定したサービスを提供するための職員体制、職員研修が

実施できるか 

②適正な経理処理ができるか 

③同種の施設管理運営実績があるか 

④防災・防犯対策及び非常災害時等の危機管理対応策は適切

か 

⑤日常的な安全管理は十分に考えられているか 

⑥労働法令の順守や雇用・労働条件への適切な配慮がされて

いるか 

第 4 号 

個人情報等について適正な

管理が確保されているこ

と。 

①個人情報を保護するための体制が整っているか 

第 5 号 
その他市長等が必要と認め

る事項 

①環境への配慮がされているか 

②事業に対する熱意、意欲、積極性が感じられるか 

③その他当該施設の運営に特筆すべき提案があるか 

 

 



 

19 

 

(2) 選定基準 

施設別に設定される着眼点に基づき、各項目を 5 点満点で評価し、施設別に設定される倍率を乗じて採

点を合計し、6割を満たすものを選定すべき事業者とします。 

順位は、次のように決定します。 

ア. 各委員の順位を点数とし、点数の合計が最小の事業者 

イ. 順位の点数が同点の場合、指定管理料の提案額の総額が最も低い事業者 

ウ. 指定管理料の提案額の総額が同額の場合、委員長が適当と認める方法により、委員の多数決で

決する 

 

2 選定委員会 

(1) 構成 

委員構成は次のとおりです。◎を委員長とし、副委員長は委員長が指名します。 

企画部長 

総務部長 

◎指定管理者の選定に係る公の施設の所管部長職にある者 

指定管理者の選定に係る公の施設の所管課長職にある者 

その他市長が必要と認める者 

 

(2) 運営に係る留意事項 

市は、公正な審査を行うために次の点に留意して選定委員会を運営するものとします。 

ア. 市（事務局及び施設所管課）は選定施設の設置目的や指定管理者に求める役割について十分な

説明を行い、委員間での情報・認識の共有に努めること。 

イ. 審査の前段において、審査項目やポイント、評価レベル等についての説明・確認を十分に行い、

委員の認識に差が出ないよう努めること。 

ウ. 面接審査は、審査に必要な時間を適正に設定すること。 

エ. 委員に提案書類を渡すにあたっては、取扱注意を明記の上、守秘や紛失防止について注意喚

起するとともに、検討終了後は確実に回収すること。  
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(3) 基本的な進行フロー（応募事業者数等により時間調整あり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 候補者の選定 

(1) 選定順位 

審査の結果に基づき、優先選定候補者（第 1順位）、及び次点選定候補者（第 2順位）を決定しま

す。その後、優先選定候補者と細目に関する協議を行い、協議成立後、指定管理者候補者として、必

要に応じて仮協定を締結します。優先選定候補者との協議が成立しない場合は、次点選定候補者と協

議を行います。 

また、優先選定候補者として選定された団体等が基本協定締結に至るまでの間、応募資格を満たさ

なくなったり、施設管理運営に際し明らかに支障があると判断されたりする場合など、指定管理者と

して不適格な事由を確認した場合、候補者としての選定を取り消し、次点選定候補者と協議を行いま

す。 

 

(2) 応募者が 1者のみの場合 

申請団体等が 1 団体のみの場合であっても、選定基準に定める最低基準を満たさないときは、該

当なしとなります。このとき、再度募集を行うことなどを検討します。 

 

4 選定結果の通知・公表 

市施設所管課は、選定委員会で優先選定候補者が選定され、市長報告が終了したあと、各応募者に対し

て理由を付して選定結果を通知します。 

併せて、市企画経営課は、選定委員会の結果等を市ホームページに公表します。 

 

（主管課）施設概要説明 【10分】

•今回の審査対象がどのような施設であるのかを説明

•併せて、施設管理者に期待することを説明

（事業者）プレゼンテーション 【20分／1事業者】

•事業計画、実施体制、指定管理料等の収支計画について説明

（事業者）質疑応答 【15分／1事業者】

•個別質問

•終了後、事業者は退室、入れ替わり

（主管課）質疑応答 【10分／1施設】

•統括的に質問

•終了後、主管課は一時退室

（委員会）意見交換 【10分／1施設】

•委員の間でのみ意見交換

（委員会）採点 【10分／1施設】

•採点後、採点表を事務局に提出
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令和 7 年度日野市公の施設の指定管理者候補者の選定に係る審議報告書 

作成日：令和 7 年（2025 年）9 月 3 日 

作 成：日野市指定管理者候補者選定委員会 

事務局：日野市企画部企画経営課 

 

〒191-8686 

東京都日野市神明 1-12-1 日野市役所 

電話：042-585-1111（代表） 

 

ご連絡先 

電 話：042-514-8069（企画経営課） 

F A X：042-581-2516 

E-Mail：tokku@city.hino.lg.jp  
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